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1. はじめに

グローバル化の進展に従い，各企業の海外子会社や支店が増

加し，企業の全体的な経営状態を正しく把握するために，統一

する会計基準が期待される。IFRS（International Financial 
Reporting Standards）即ち国際会計基準は2005年にEUの上

場企業に強制適用され，日本では2010年3月期よりIFRSを任

意適用し始めた。東京証券取引所の統計データにより，2015
年6月までのIFRS任意適用会社は日本電波工業，住友商事，楽

天，三井物産など43社があり[1]，今後増える予定である。

IFRSの適用による影響が広く，会計面の対応はもちろん，

情報システムの変更が求められる。ERPは統合基幹業務シス

テムであり，会計管理システムのみならず，在庫管理システ

ム，販売物流管理システムなどが含まれる。IFRSの適用によ

り，ERPサービスを提供する各社は動き始め，IFRS対応支援

サービスやソリューションの開発が進んでいる。IFRSの適用

はERP人材を育成する教育側にも影響を及ぼし，通常のシス

テム機能や設定に関する教育が足りなくなり，日本の会計基準

とIFRSの違い及びIFRSの適用によるシステムの対応も無視で

きない。

2. IFRSと日本会計基準との相違を把握

日本でIFRSの任意適用により，近年IFRSと日本会計基準の

違いが注目されている。ERPコンサルタントとして，日本会

計基準だけでなく，IFRSに準拠したコンサルティングができ

るような能力を備えるべきで，日本会計基準とIFRSの相違に

対する理解はもちろん，IFRS適用の影響でコンバージェンス

が進めている日本会計基準に対する把握も必要だ。

日本会計基準は規則基準であり，会計原則以外に詳細なガイ

ダンスで具体例を含めて細かく定められている。IFRSは原則

主義に基づく会計基準である。原則主義は，会計基準の設定に

あたり企業が会計処理の方法を判断するときの考え方や枠組み

だけを示す方法である。IFRSでは，原則や枠組みと，最小限

のガイダンスだけが示されており[2]，IFRS適用会社は自社の

状況に照らして判断に任せ，自社の経営情報を最適な会計処理

で投資家に開示し，業務プロセスに対する把握が大切である。

IFRSは企業の財政状態即ち企業の富の増減を重視し，資産

負債アプローチを採用し，包括利益の開示が求められる。「包

括利益とは，ある企業の特定期間の財務諸表において認識され

た純資産の変動額のうち，当該企業の純資産に対する持分所有

者との直接的な取引によらない部分をいう。当該企業の純資産

に対する持分所有者には，当該企業の株主のほか当該企業の発

行する新株予約権の所有者が含まれ，連結財務諸表においては，

当該企業の子会社の非支配株主も含まれる。」[3]包括利益は当

期純利益とその他の包括利益によって構成され，その他の包括

利益にはその他有価証券評価差額金，繰延ヘッジ損益と為替換

算調整勘定などが含まれる。従来の日本会計基準は利益の発生

過程を重視する収益費用アプローチと言われていたが，IFRS
任意適用の影響で日本会計基準はIFRSとのコンバージェンス

の観点から平成23年3月期から上場企業の連結決算において包

括利益の開示が決定され，資産負債アプローチに向け変更して

いる。

日本会計基準はIFRSへのコンバージェンスが進んでいるが，

企業の一会計期間の業績を重視する収益費用アプローチのた

め，財務諸表を見ると，日本会計基準の財務諸表では特別利益

と特別損失が表示されるが，IFRSは特別損益も企業経営の勝

負に大きな影響を与えるという観点で特別損益の開示が禁止さ

れる。

3. IFRSの適用によるシステム対応

IFRS適用企業にとって，会計基準が変わるとともに，情報

システムの改修が必要となる。ERPパッケージの会計システ
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ム，在庫管理システムと販売物流システムなどの変更も避けら

れない。IFRSと日本会計基準の違いにより，システムにおけ

る対応箇所が多く，ここで会計システムと在庫／購買管理シス

テムについて例を挙げて説明する。

3.1 会計システムの対応

会計システムの基幹として，大きな影響を受けるのはGL（総

勘定元帳）システムである [4]。グローバル経営が進む一方，

海外子会社が増えつつあり，子会社と日本における親会社の元

帳は異なる会計基準のため，複数帳簿機能のGLシステムが必

要だ。SAPの新総勘定元帳は会計原則の異なるパラレル元帳

を管理するパラレル会計機能があり，IFRS対応の元帳とほか

の会計基準の元帳を保つという対応が可能であり，連結決算時

IFRS対応の元帳を利用する。

有形固定資産取得時，IFRSでは，有形固定資産の除去に関

して発生する費用資産除去債務を有形固定資産の取得原価に含

める必要がある。日本会計基準はコンバージェンスの観点から

2010年4月から取得の固定資産に対して資産除去債務の適用が

義務付けられた。資産計上時資産除去債務の登録，毎期の償却

及び利息費用の計算などの対応が必要だ。

有形固定資産において，IFRSは過年度に認識した累計損失

額を限度として，減損損失を戻し入れる。一方，日本会計基準

は減損損失の戻し入れは認められない。IFRSに基づく減損の

戻し入れ機能の実装に加え，この規定に照らした減損戻し入れ

限度額を管理する仕組が必要となる [5]。

3.2 在庫／購買管理システムの対応

日本会計基準では棚卸資産の計算方法は個別法，先入先出法，

平均原価法，売価還元法があり，IFRSでは個別法，先入先出法，

加重平均法がある。IFRSで後入先出法は認められず，日本会

計基準で2010年4月より後入先出法は廃止された。IFRSでは，

企業にとって性質および使用方法が類似する棚卸資産について

は同じ原価算定方式の使用が求められる[6]。
即ち，同種の棚卸資産の生産地は異なっても，IFRSでは企

業グループ内で同じ原価計算方式を統一すべきだ。例えば，先

入先出法を評価方法にする場合，SAPのカスタマイジングで在

庫／購買管理システムの在庫期末評価方法をFIFO（先入先出）

に設定し，後入先出法は認められないので，LIFO（後入先出）

評価を無効に設定する。

　

4. 人材教育の対応

日本でIFRSの任意適用により，ERPコンサルタントにとっ

て新たな課題が提出された。IFRSと日本会計基準の違いによ

るシステム対応，企業の海外展開による業務プロセスに対する

理解はERPコンサルタントにとって不可欠である。

ERPコンサルタント人材は会計出身とIT出身の方が多く，

そのうちIT出身の学生は会計知識が足りなく，IFRSに対する

理解が欠如している学生が少なくない。ERPコンサルタント

を育成する教育側はこのような状況に応じ，通常の日本会計

の基礎知識を教えるとともに，国際会計の知識も教育内容と

して取り入れるべきだ。今年（2015年）国際会計の検定試験

の会計基準は従来の米国基準から国際会計基準になり，IFRS
に関する教育の重要性は益々高まっている。IFRS関連のセミ

ナーや講座を開くことによって，学生達にIFRSと日本会計基

準の相違を考えさせ，自主的に両者の違いについて調べさせ，

IFRSの適用及びシステム対応への関心を高めさせる。

具体的なシステム設定について，ERP関連の授業で基本設定

機能を教える時，IFRSと日本会計基準の違いによる対応も紹

介し，実習時学生に通常の設定方法を練習させるうえ，IFRS
対応のシステム設定方法を練習させ，そのほか，二つの会計基

準の事例研究も励ますべきだ。IFRSの適用によるシステム対

応が複雑で，アプリケーション系コンサルタントを目指す学生

達にとって，日本会計基準とIFRS基準の相違を十分理解する

うえで，要件定義ができるようになるまで知識とスキルを積み

重ねるのは大切だ。

IFRSの適用による影響は会計とシステムだけに止まらず，

各業界の業務プロセスにも影響を与えた。ERPコンサルタン

トは経営層の意思を理解したうえ，適切なシステム導入支援

サービスを提供するため，企業の基幹業務知識にも熟知し，導

入支援の業界に深い知見を持つべきだ。学生の業界に関する理

解を深めるために，教育側は業界研究を重視し，現場見学やイ

ンターンシップを実施し，各業界の専門家によるセミナーも有

力な手段である。

5. まとめ

本文はIFRSの適用によるERPシステムの対応及びコンサル

タント育成の対応に関して論じ，IFRSと日本会計基準の違い

に着目したが，米国基準に言及していない。日本企業の決算の

財務諸表を見ると，日本会計基準と国際会計基準のほか，米国

会計基準を採用する企業も少なくない。ERPコンサルタント

は企業の要求に応じて適切な導入サービスを行い，どの会計基

準のシステム対応もできるような能力を備えるべきで，会計方

面とシステムにおける知識やスキルの習得に力を入れなければ

ならない。

国際化が急速に進んでいるとともに，IFRSに対応できるIT
人材が必要とされ，企業にとって適切なコンサルティングでコ

ストの削減や経営の向上を成し遂げるようなERPコンサルタ

ントが大切であり，教育側は国際会計とITに精通する人材の

育成を重視すべきだ。
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して取り入れるべきだ。今年（2015年）国際会計の検定試験

の会計基準は従来の米国基準から国際会計基準になり，IFRS
に関する教育の重要性は益々高まっている。IFRS関連のセミ

ナーや講座を開くことによって，学生達にIFRSと日本会計基

準の相違を考えさせ，自主的に両者の違いについて調べさせ，

IFRSの適用及びシステム対応への関心を高めさせる。

具体的なシステム設定について，ERP関連の授業で基本設定

機能を教える時，IFRSと日本会計基準の違いによる対応も紹

介し，実習時学生に通常の設定方法を練習させるうえ，IFRS
対応のシステム設定方法を練習させ，そのほか，二つの会計基

準の事例研究も励ますべきだ。IFRSの適用によるシステム対

応が複雑で，アプリケーション系コンサルタントを目指す学生

達にとって，日本会計基準とIFRS基準の相違を十分理解する

うえで，要件定義ができるようになるまで知識とスキルを積み

重ねるのは大切だ。

IFRSの適用による影響は会計とシステムだけに止まらず，

各業界の業務プロセスにも影響を与えた。ERPコンサルタン

トは経営層の意思を理解したうえ，適切なシステム導入支援

サービスを提供するため，企業の基幹業務知識にも熟知し，導

入支援の業界に深い知見を持つべきだ。学生の業界に関する理

解を深めるために，教育側は業界研究を重視し，現場見学やイ

ンターンシップを実施し，各業界の専門家によるセミナーも有

力な手段である。

5. まとめ

本文はIFRSの適用によるERPシステムの対応及びコンサル

タント育成の対応に関して論じ，IFRSと日本会計基準の違い

に着目したが，米国基準に言及していない。日本企業の決算の

財務諸表を見ると，日本会計基準と国際会計基準のほか，米国

会計基準を採用する企業も少なくない。ERPコンサルタント

は企業の要求に応じて適切な導入サービスを行い，どの会計基

準のシステム対応もできるような能力を備えるべきで，会計方

面とシステムにおける知識やスキルの習得に力を入れなければ

ならない。

国際化が急速に進んでいるとともに，IFRSに対応できるIT
人材が必要とされ，企業にとって適切なコンサルティングでコ

ストの削減や経営の向上を成し遂げるようなERPコンサルタ

ントが大切であり，教育側は国際会計とITに精通する人材の

育成を重視すべきだ。
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